
調 査 計 画 

１ 調査の名称 

土壌改良資材の農業用払出量調査 

２ 調査の目的 

本調査は、地力増進法（昭和 59 年法律第 34 号）第 11 条の規定に基づき政令で

指定している土壌改良資材について、農業用払出量等を把握し、その安定供給等

による地力の増進対策を推進するための基礎資料を得ることを目的とする。 

３ 調査対象の範囲 

（１）地域的範囲（■全国 □その他）

（２）属性的範囲（□個人 □世帯 ■事業所 □企業・法人・団体 □地方公共団

体 □その他） 

土壌改良資材の製造業者及び輸入業者 

４ 報告を求める個人又は法人その他の団体 

（１）報告者数

ア 国内生産土壌改良資材の農業用払出量調査

約 120 事業者（母集団数 約 170 事業者（全数調査年調査対象者数））

・バークたい肥製造業者 約 40 事業者（母集団数 約 90 事業者）

・バークたい肥製造業者以外の製造業者 約 80 事業者（全数）

イ 輸入土壌改良資材の農業用払出量調査

約 30 事業者

（２）報告者の選定の方法

ア 国内生産土壌改良資材の農業用払出量調査（■全数 □無作為抽出（□全

数階層あり）■有意抽出） 

関連団体名簿を基に、問合せや立入検査などの業務を通じて蓄積した情報

を追加して作成した「土壌改良資材企業名簿」を基に、「バークたい肥製造

業者」については、６年に１回の全数調査とし、その中間年における調査実

施年については、全数調査の結果を母集団にして、農業用払出量の多い順に

全農業用払出量の 90％をカバーする事業者を対象とした有意抽出とする。ま

た、「バークたい肥製造業者以外の製造業者」は、全数調査とする。 

イ 輸入土壌改良資材の農業用払出量調査（■全数 □無作為抽出（□全数階

層あり）□有意抽出） 
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 全国土壌改良資材協議会会員要覧等の団体名簿を基に、問い合わせや立入

検査などの業務を通じて蓄積した情報を追加して作成した「土壌改良資材企

業名簿」を基に、すべての土壌改良資材輸入業者を対象とする。 

５ 報告を求める事項及びその基準となる期日又は期間 

（１）報告を求める事項（詳細は別添調査事項一覧を参照）

ア 国内生産土壌改良資材の農業用払出量調査

(ｱ) 事業者名

(ｲ) 土壌改良資材の名称

(ｳ) 土壌改良資材の種類

(ｴ) 農業用払出量（家庭園芸用を含む。）

〔集計しない事項の有無〕 無■ 有□ 

イ 輸入土壌改良資材の農業用払出量調査

(ｱ) 事業者名

(ｲ) 輸入土壌改良資材の名称

(ｳ) 輸入土壌改良資材の種類

(ｴ) 国名

(ｵ)農業用払出量（家庭園芸用を含む。）

〔集計しない事項の有無〕 無■ 有□ 

（２）基準となる期日又は期間

令和２年１年間（１月～12 月）

６ 報告を求めるために用いる方法 

（１）調査系統

農林水産省－報告者

（２）調査方法（■郵送調査 ■オンライン調査（□政府統計共同利用システム □

独自のシステム ■電子メール） □調査員調査 ■その他（FAX）） 

〔調査方法の概要〕 

農林水産省から報告者に対して、郵送により調査票を配布し、郵送、オンラ

イン及びＦＡＸにより調査票を回収する方法で行う。

７ 報告を求める期間 

（１）調査の周期

□１回限り □毎月 □四半期 □１年 ■２年 □３年 □５年 □不定

期 □その他（  ） 

（１年を超える場合又は不定期の場合の直近の実施年：令和元年） 
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（２）調査の実施期間又は調査票の提出期限

調査票の配布 令和３年３月上旬

調査票の回収 令和３年３月 31 日

８ 集計事項 

（１）国内生産土壌改良資材種類別農業用払出量

（２）輸入土壌改良資材種類、輸入国別農業用払出量

９ 調査結果の公表の方法及び期日 

（１）公表・非公表の別（■全部公表 □一部非公表 □全部非公表）

（２）公表の方法（■e-Stat □インターネット（e-Stat 以外） ■印刷物 □閲

覧） 

調査結果の概要及び詳細を印刷物及びホームページ（農林水産省ホームペー

ジ、e-Stat）で公表する。 

（３）公表の期日

調査結果の概要及び詳細を令和３年６月上旬までに公表する。

10 使用する統計基準 

□使用する→□日本標準産業分類 □日本標準職業分類 □その他（）

■使用しない

本調査は、土壌改良資材の製造業者及び輸入業者を対象としており、集計結果

についても土壌改良資材ごとに表章を行うものであることから、調査対象の選定

及び集計結果の表章に日本標準産業分類等統計基準を使用しない。 

11 調査票情報の保存期間及び保存責任者 

（１）調査票情報の保存期間

記入済調査票：３年

調査票の内容を記録した電磁的記録：永年保存

（２）保存責任者

農林水産省大臣官房統計部長
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＜調査事項一覧（別添資料）＞ 

○ 調査事項（調査対象品目ごとの以下の数量）

※調査品目

地力増進法（昭和 59 年法律第 34 号）第 11 条の規定に基づき、同施行令（昭和 59

年政令第 299 号）で指定している 12 種類の土壌改良資材（泥炭、バークたい肥、腐

植酸質資材、木炭、けいそう土焼成粒、ゼオライト、バーミキュライト、パーライト、

ベントナイト、VA 菌根菌資材、ポリエチレンイミン系資材及びポリビニルアルコール

系資材） 

１ 国内生産土壌改良資材の農業用払出量調査 

・事業者名

・土壌改良資材の名称

・土壌改良資材の種類

・農業用払出量（ｔ）（家庭園芸用を含む。）

２ 輸入土壌改良資材の農業用払出量調査 

・事業者名

・輸入土壌改良資材の名称

・輸入土壌改良資材の種類

・国名

・農業用払出量（ｔ）（家庭園芸用を含む。）
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土壌改良資材の農業用払出量調査における復元推計等の方法 

具体の記載 

(1) 土壌改良資材種類別農業用払出量の全国値

製造業者の調査結果の積上げにより集計。ただし、バークたい肥製造業者の農業用払

出量については、６年に１回実施する全数調査年以外（中間年）は、次式により算出。 

(2) 輸入土壌改良資材種類、輸入国別農業用払出量の全国値

輸入業者の調査結果の積上げにより集計。




